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研究成果の概要（和文）： 本研究課題は、日本、韓国、中国、マレーシア、タイ、インド、中東諸国、さらにはアフ
リカ諸国を対象として、SNSの普及がどのような政治的影響を与えたかを分析した。研究においては、各研究者が実際
にSNSに参加し、情報収集及び情報発信を行うという、参与観察の手法を用いた。
　結果、SNSの普及が政治に大きな影響を与えるには、従前の情報ネットワークにおいて歪みが存在する事が必要であ
る事が明らかになった。

研究成果の概要（英文）：　This stuyuThis study is about to analyze the impacts of social media into 
political arena. We picked up the cases of Japan, South Korea, China, Malaysia, Thailand, India, Middle 
East and African countries and analyzed the impacts with using participant observation methodology. As a 
result of the study, we found that SNS has deeper impacts on political arena when the old media were 
controlled by governments.

研究分野：比較政治学･朝鮮半島地域研究
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１．研究開始当初の背景 

 

インターネットの普及が各国の政治に対

して影響を与えていることについては、以前

から多くの指摘が存在し、また豊富な研究が

ある。就中、研究代表者である木村が主たる

研究対象とする韓国は、国家レベルのインタ

ーネット普及政策とも相まって、早期からイ

ンターネットの普及が政治に大きな影響を

与えてきた例として知られている。言うまで

もなく、その典型的な事例は、2002 年の大

統領選挙における盧武鉉の当選に他ならな

い。木村は以前からこのようなインターネッ

トの普及が政治に与える影響について、21

世紀初頭の東アジアにおける「ポピュリスト

的政治家」の台頭と絡める形で議論してきた。

例えば、そのような成果の一つは、 'A 

Populist with Obsolete Ideas'(Kosuke 

Mizuno and Pasuk Phongpaichit eds, 

Populism in Asia, 2008)等の論文や学会報告

の形で公にした。 

そして、今、世界各国では、SNSの普及に

よる新たな形でのインターネットの政治へ

の影響力拡大が指摘されている。本研究は正

にこのような韓国研究から出発した木村の

問題関心を発展させる形で発案された。 

 

２．研究の目的 

 

 チュニジアを嚆矢とする「中東の春」現象

では、ツイッターをはじめとする SNS

（Social Network Site）の普及が大きな影響

を与えたことが指摘された。SNSの普及によ

り、これまで大衆運動においては必須であっ

た組織が不要になり、柔軟で、しかし大規模

な運動が容易に行えるようにあったという

のである。同様の事は、先進国においても指

摘されている。2011年夏に勃発したイギリス

での暴動や、同じく秋にアメリカを中心とし

て世界的規模で発生した「格差反対デモ」に

おいても、SNSの役割が指摘されている。 

 それでは実際に SNS の普及は、大衆運動

をどのように変え、またその動きは、各国の

政治にどのような影響を与えているのだろ

うか。本研究では、この点について、実際に

SNS に参加しつつこれを直接観察する参与

観察の手法と、これと同時に観測される統計

的手法の双方によって調査・分析した。 

 

３．研究の方法 

 

各国における SNS の普及が政治に与える

影響について、実際にこれに参加しながらイ

ンタビュー等を行う参与観察の手法を用い、

質的・量的双方のデータを収集し、分析を行

った。 

 

４．研究成果 

 

 本研究の結果、SNS が政治的に影響を持つ

には幾つかの条件が必要である事が明らか

になった。 

その第一は、SNS の浸透以前における既成

メディアによる情報発信の「歪み」である。

とりわけ既成メディアが政府により大きな

統制を受けている場合には、SNS の浸透はそ

れまでの情報環境を大きく一変させる可能

性が大きい。 

第二は、指導的役割を持つ人物の存在であ

る。SNS の特徴は例えば、ウェブサイトによ

る情報発信とは異なり、情報発信の拠点とな

る「中核」を持たない事であるが、それ故に

そこにおける情報交換は分散する傾向があ

る。このような状況を改善する為には、情報

発信の中核となるリーダー等が必要である。 
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